
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
無接点、受動形で誘導形のデータ担体 電源電圧調整回路であって、整流器、サステイ
ン・キャパシタ、及び該サステイン・キャパシタに並列接続 た直接的な並列調整器段
を具えた電源電圧調整回路において、
前記電源電圧調整回路 、間接的な並列調整器段を追加的に設け 、 間接的な並列
調整器段は、 前記直接的な並列調整器段 減結合され、前記直接的な
並列調整器段よりも高い電流負担能力を有し、 前記直接的な並列調整器段よりも遅い
調整挙動を行うことを特徴とする電源電圧調整回路。
【請求項２】
アンテナ及び電源電圧調整回路を有する、無接点、受動形で誘導形のデータ担体において
、前記電源電圧調整回路 請求項１に記載のように構成 ことを特徴とするデー
タ担体。
【発明の詳細な説明】
本発明は電源電圧調整回路に関するものであり、この電源電圧調整回路は特に、無接点、
受動形で誘導形のデータ担体を意図したものであり、整流器、サステイン（保持）・キャ
パシタ、及びこのサステイン・キャパシタに並列接続した直接的な並列調整器段を具えて
いる。本発明は、アンテナ及び電源電圧調整回路を有する無接点、受動形で誘導形のデー
タ担体にも関するものである。
通常は静止している書込み／読出し局と、複数のデータ担体との間のデータ伝送用のデー
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タ伝送システムは既知である。これらのデータ担体は、書込み／読出し局付近の領域での
データ書込みあるいはデータ読出しに用いられる、インテリジェントな移動形データ記憶
装置として作用する。こうしたシステムは、アクセス制御、工業用及び商用の物体識別、
点弧の禁止、運行記録の自動チェック、等のような広範な応用に用いられ、そして広範な
伝送範囲、データ伝送速度、集積の程度、記憶容量、及びデータ担体のインテリジェンス
のレベル、等で用いられる。この関係のさらなる例は、車両に設置したデータ担体が料金
所の書込み／読出し局を通過する際の通行料自動支払である。
能動形のデータ担体（自分自身の電源を有する）によるデータ伝送システムはいくつか存
在するが、書込み／読出し局からのＲＦ（無線周波）信号によって誘導的に給電される受
動形のデータ担体によるデータ伝送システムも存在する。ＲＦ信号の周波数は、適切に分
周した後にクロック信号として用いることができ、このため自前のクロック信号を送出す
る必要がない。書込み／読出し局からデータ担体にデータを伝送するためには、ＲＦ信号
を非常に短期間だけ中断することが可能であり：”０”または”１”のいずれを伝送する
かは、これらの中断どうしの間隔に依存し；この判別は、データ担体が２つの中断の間の
クロックパルスを数えることによって容易に行うことができる。データ担体から書込み／
読出し局へのデータ伝送は、書込み／読出し局が送信するＲＦ信号を負荷変調することに
よって行うことができる。従って、書込み／読出し局からデータ担体に電力並びにクロッ
ク信号を伝送すること、及び情報を両方向に伝送することが、単一信号のみを用いて可能
になる。このシステムはオーストリア国特許第 395 224号に開示されている。
整流器、サステイン・キャパシタ、及びこのサステイン・キャパシタに並列接続した（例
えばツェナーダイオードの形態の）直接的な並列調整器段を具えた慣例の電源電圧調整回
路をデータ担体への給電用に用いる際には、データ担体が高い信頼性で中断を認識するこ
とを保証するためには、ＲＦ信号の比較的長い中断が必要である、という問題が生じる。
本発明の関係で判明したこととして、ＲＦ信号が中断した際には、データ担体用の電源は
専らサステイン・キャパシタによって供給され、結果的に、アンテナコイルには全く給電
されず、共振現象により長期間発振し続ける、ということにより、こうした長い中断が必
要である。さらなる欠点は、書込み／読出し局から至近距離にあるデータ担体に、書込み
／読出し局を通して給電する際に、前記並列調整器段が比較的大電流を吸収しなければな
らない、ということにある。従って、前記並列調整器段の本来の調整速度が比較的低くな
り、このため電圧調整が不満足なものになる。
本発明の目的は、上述した欠点を回避して、ＲＦ信号の非常に短い中断をも検出すること
ができ、これにより、書込み／読出し局からデータ担体へのデータ伝送速度を向上させた
データ担体を提供することにある。本発明の他の目的は、より良好に安定した電源電圧を
送達する電源電圧調整回路を提供することにある。さらに、データ担体の信頼性、特に静
電荷に対する不感応性を増強すべきである。
本発明によれば、これらの目的は、冒頭に記載した種類の電源電圧調整回路において、間
接的な並列調整器段を追加的に設けて、この間接的な並列調整器段は、前記直接的な並列
調整器段から減結合され、かつ、前記直接的な並列調整器段よりも高い電流負担能力を有
し、従って前記直接的な並列調整器段よりも遅速の調整挙動を行う、ということによって
達成される。本発明によれば、これらの目的は、上述のように構成した電源電圧調整回路
を有する、冒頭に記載したデータ担体によっても達成される。アンテナ端子には、追加的
な過電圧防止回路を接続しない。
本発明によるデータ担体の構成、あるいは本発明による電源電圧調整回路の構成において
、さらに間接的な並列調整器段を設けて、この間接的な並列調整器段は前記直接的な並列
調整器段から減結合され、そして例えば整流器上で直接作用する。この間接的な並列調整
器段は、粗い制御を行い；大電流を吸収することができるが、結果的に比較的遅速であり
、即ち調整速度が低い。粗い制御はこのように間接的な調整器段によって既に行われてい
るので、直接的な調整器段は比較的小さい電流を吸収しさえすればよく、このため、これ
に応じて高い調整速度を有することができ；これにより、非常に良好な電源電圧の調整を
達成することができる。この間接的な調整器段のさらなる利点は、ＲＦ信号の中断中にア
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ンテナコイルにも給電して、これにより、アンテナコイルの発振を強度に減衰させて、こ
れにより非常に短い中断も高い信頼性で検出できることができる、ということにある。こ
の間接的な調整器段のさらなる利点は、非常に大きな電流用の構成にすることができる、
ということにある、というのはこの間接的な調整器段は高速の調整挙動が不必要であり、
不所望でさえあり、このため静電荷を容易に消散させることができるからである。従って
、さらなる保護策を必要とせずに、データ担体を静電気放電による消散に対して高度に不
感応にすることができ、即ち、非常に完全なＥＳＤ（ electrostatic discharge：静電気
放電）保護が保証される。本発明による回路が、完全な、非常に表面効率の良いモノリシ
ック集積に適している、ということも、格別の利点である。
以下、本発明の実施例について、図面を参照して詳細に説明する。
図１に、電源電圧調整回路の回路図を示す。端子Ｌ A及びＬ Bにコイルを接続する。このコ
イルによって受信したＲＦ（無線周波数）信号を電源電圧調整回路に供給する。この回路
は整流回路網１（ダイオードＤ 1～Ｄ 6）を具え、整流回路網１はＭＯＳトランジスタによ
って実現することが好ましく、そして供給される交流電圧Ｕ Lから、互いに減結合された
２つの整流電圧Ｕ L A S T及びＵ V E R Sを形成し、前記回路は、実際の電源電圧Ｕ V E R Sを平滑化
するためのサステイン（保持）・キャパシタ２及び電圧調整回路３も具えている。電圧調
整回路３は、各々がそれぞれのトランジスタ・ドライバＴ l、Ｔ 2を含む２つの並列な調整
器、及び基準電圧を有する調整増幅器段４から成る。両調整器段は並列調整の原理に従っ
て動作し、即ちこれらのドライバ（駆動）・トランジスタは、電源電圧Ｕ V E R Sが基準電圧
に由来する許容値を超え次第、作動する。ドライバ・トランジスタが作動すると、電源回
路から電流が導出されて、電源電圧が許容値まで減衰される。ドライバ段Ｔ 1を含む第１
調整回路は高速の調整特性を有し、このため交流電圧振幅の変動を非常に迅速に除去する
ことができる。これにより、アンテナの交流電圧Ｕ Lが非常に高速の振幅変動をする場合
（図２参照）でも、サステイン・キャパシタ２と協働して、非常に一定した電源電圧Ｕ V E

R Sを得ることができる。しかし、速度的な理由から、ドライバ・トランジスタＴ lは小さ
くなければならず、従って非常に強力であるというわけにはいかず、このため、大量のエ
ネルギが結合された際に大電流を消費することができない。この仕事は、ドライバ・トラ
ンジスタＴ 2を含む第２調整器段で実行する。トランジスタＴ 2の大きさ及び高い駆動電力
により、第２調整器の挙動はかなり遅速である。トランジスタＴ 2は電源電圧Ｕ V E R Sに対
して直接作用せずに、交流電圧の振幅を、負荷電圧Ｕ L A S T用のダイオード網を介して減衰
させることによって、この電圧Ｕ V E R Sを間接的に減衰させるに過ぎない。第２調整器の慣
性によって、負荷電圧Ｕ L A S Tには非常に強い変動が生じやすく、通常は、エネルギーの休
止中に完全に降圧し（図２参照）、さらに、エネルギーの休止中にはアンテナの交流電圧
Ｕ Lが強度に減衰して、エネルギーの休止中にはＵ Lの振動が急速に消滅することになり（
図２参照）、そのこと自体によって、休止を迅速に認識することができ、従って書込み／
読出し局からデータ担体への高いデータ伝送速度が得られる。しかし、エネルギーの休止
中には、電源電圧Ｕ V E R Sがわずかに低下するに過ぎない（図２参照）。２つの並列な調整
器段の電圧制限挙動は、チップのアンテナ接続パッドＬ A及びＬ B上の入力電圧Ｕ Lに対し
て、直接的な制限効果を有する。このようにして、アンテナ接続パッド上で非常に良好な
過電圧保護（ ESDと両立した）が達成されて、これにより追加的な保護回路を必要としな
い。
上述した電源電圧調整回路は、無接点のデータ担体システムにとって特に有用な多数の重
要な特徴を組み合わせたものであり、これらの特徴は例えば、高度のＥＳＤ保護、休止間
隔変調のための高いデータ伝送速度、及び完全な、表面効率の良いモノリシック集積に対
する適性である。
【図面の簡単な説明】
図１は、本発明によるデータ担体の回路図である。
図２は、図１に示すデータ担体の回路内の所定点における電圧の時間的変化を示す図であ
る。
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】
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